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地震保険に関する法律 
 

（昭和四十一年五月十八日法律第七十三号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、保険会社等が負う地震保険責任を政府が再保険することにより、

地震保険の普及を図り、もつて地震等による被災者の生活の安定に寄与することを目

的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「保険会社等」とは、保険業法（平成七年法律第百五号）第

三条第五項の損害保険業免許若しくは同法第百八十五条第五項の外国損害保険業免許

を受けた者若しくは同法第二百十九条第五項の免許を受けた者の社員（第九条の二に

おいて「保険会社」という。）又は他の法律に基づき火災に係る共済事業を行う法人

で財務大臣の指定するものをいう。 

２ この法律において「地震保険契約」とは、次に掲げる要件を備える損害保険契約

（火災に係る共済契約を含む。以下同じ。）をいう。 

一 居住の用に供する建物又は生活用動産のみを保険の目的とすること。 

二 地震若しくは噴火又はこれらによる津波（以下「地震等」という。）を直接又は

間接の原因とする火災、損壊、埋没又は流失による損害（政令で定めるものに限

る。）を政令で定める金額によりてん補すること。 

三 特定の損害保険契約に附帯して締結されること。 

四 附帯される損害保険契約の保険金額の百分の三十以上百分の五十以下の額に相当

する金額（その金額が政令で定める金額を超えるときは、当該政令で定める金額）

を保険金額とすること。 

３ この法律において「保険」、「保険金」又は「保険責任」とあるのは、共済契約に

ついては、それぞれ「共済」、「共済金」又は「共済責任」と読み替えるものとする。 

 

（政府の再保険） 

第三条 政府は、地震保険契約によつて保険会社等が負う保険責任を再保険する保険会

社等を相手方として、再保険契約を締結することができる。 

２ 前項の再保険契約は、契約の相手方ごとに、一回の地震等によりその相手方に係る

すべての地震保険契約によつて支払われるべき保険金の合計額が政令で定める金額を

こえる場合に、そのこえる金額につき政令で定める区分ごとの割合により支払うべき

ことを約するものとする。 

３ 一回の地震等により政府が支払うべき再保険金の総額は、毎年度、国会の議決を経

た金額をこえない範囲内のものでなければならない。 

４ 七十二時間以内に生じた二以上の地震等は、一括して一回の地震等とみなす。ただ

し、被災地域が全く重複しない場合は、この限りでない。 
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（保険金の削減） 

第四条 前条第一項の規定による政府の再保険契約に係るすべての地震保険契約によつ

て支払われるべき保険金の総額が、一回の地震等につき、当該再保険契約により保険

会社等のすべてが負担することとなる金額と同条第三項の規定による政府の負担限度

額との合計額をこえることとなる場合には、保険会社等は、政令で定めるところによ

り、その支払うべき保険金を削減することができる。 

 

（警戒宣言が発せられた場合における地震保険契約の締結の停止） 

第四条の二 大規模地震対策特別措置法（昭和五十三年法律第七十三号）第九条第一項

の規定に基づく地震災害に関する警戒宣言（以下この条において「警戒宣言」とい

う。）が発せられたときは、同法第三条第一項の規定により地震防災対策強化地域と

して指定された地域のうち当該警戒宣言に係る地域内に所在する保険の目的について

は、保険会社等は、当該警戒宣言が発せられた時から同法第九条第三項の規定に基づ

く地震災害に関する警戒解除宣言が発せられた日（当該警戒宣言に係る大規模な地震

が発生するに至つた場合にあつては、財務大臣が地震保険審査会の議を経て告示によ

り指定をする日）までの間、政府の再保険契約に係る地震保険契約（政令で定めるも

のを除く。）を新たに締結することができない。 

２ 前項に定めるもののほか、警戒宣言が発せられた場合（当該警戒宣言に係る大規模

な地震が発生するに至つた場合を含む。）における地震保険契約の締結の停止に関し

必要な事項は、政令で定める。 

 

（保険料率及び再保険料率） 

第五条 政府の再保険に係る地震保険契約の保険料率は、収支の償う範囲内においてで

きる限り低いものでなければならない。 

２ 政府の再保険事業に係る再保険料率は、長期的に再保険料収入が再保険金を償うよ

うに合理的に定めなければならない。 

 

（審査の申立て） 

第六条 保険会社等は、政府の再保険に関する事項につき不服があるときは、財務大臣

に対し、審査を申し立てることができる。 

２ 前項の規定による審査の申立てがあつたときは、財務大臣は、地震保険審査会の審

査を経て裁決する。 

３ 第一項の審査の申立ては、時効の中断に関しては、裁判上の請求とみなす。 

 

（地震保険審査会） 

第七条 財務省に、政令で定めるところにより、地震保険審査会を置くことができる。 

２ 地震保険審査会は、第四条の二及び前条第二項の規定によりその権限に属する事項

を処理するほか、再保険金を支払うべき事態が生じた場合において、財務大臣の諮問

に応じ、当該再保険金の額及び第四条の保険金の削減に係る事項に関し調査審議する。 

３ 前二項に定めるもののほか、地震保険審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、

政令で定める。 
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（国の措置） 

第八条 政府は、地震保険契約による保険金の支払のため特に必要があるときは、保険

会社等に対し、資金のあつせん又は融通に努めるものとする。 

 

（報告及び検査） 

第九条 財務大臣は、この法律に規定する政府の再保険事業の健全な経営を確保するた

め必要があると認めるときは、地震保険契約に係る事業を行なう保険会社等に対し、

その事業に関し報告をさせ、又はその職員に当該保険会社等の事務所に立ち入り、帳

簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係人に

これを提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解して

はならない。 

 

（協議） 

第九条の二 内閣総理大臣は、地震保険契約によつて保険会社等が負う保険責任を再保

険する保険会社に対し、保険業法第三百十一条の二第一項各号に掲げる処分をしよう

とするときは、あらかじめ、財務大臣に協議しなければならない。 

 

（通知等） 

第九条の三 内閣総理大臣は、第一号に掲げる場合に該当するときはあらかじめ、第二

号から第四号までに掲げる場合のいずれかに該当するときは遅滞なく、その旨及びそ

の内容を財務大臣に通知するものとする。 

一 保険業法第百三十一条、第二百三条又は第二百二十九条の規定による変更の命令

であつて、政府の再保険に係る地震保険契約に関するものをしようとするとき。 

二 保険業法第四条第一項、第百八十七条第一項又は第二百二十条第一項に規定する

免許申請書が提出された場合において、それに添付された事業方法書に政府の再保

険に係る地震保険契約に関する記載があつたとき。 

三 保険業法第百二十三条第一項（同法第二百七条において準用する場合を含む。）

又は第二百二十五条第一項の規定による変更の認可の申請であつて、政府の再保険

に係る地震保険契約に関するものがあつたとき。 

四 損害保険料率算出団体に関する法律（昭和二十三年法律第百九十三号）第九条の

三第一項の規定による届出であつて、政府の再保険に係る地震保険契約に関するも

のがあつたとき。 

２ 財務大臣は、前項の通知を受けた場合において、この法律に規定する政府の再保険

事業の健全な経営を確保するため必要があると認めるときは、内閣総理大臣に対し、

意見を述べることができる。 

３ 内閣総理大臣は、前項の規定により財務大臣から意見が述べられたときは、その意

見を尊重するものとする。 
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（金融庁長官への権限の委任） 

第九条の四 内閣総理大臣は、この法律による権限（政令で定めるものを除く。）を金

融庁長官に委任する。 

 

（実施規定） 

第十条 この法律の実施のための手続その他その執行について必要な事項は、財務省令

で定める。 

 

（罰則） 

第十一条 第九条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項

の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、三万円以下の罰金に処する。 

２ 保険会社等の代表者又は代理人、使用人その他の従業者がその保険会社等の業務に

関して前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その保険会社等に対して

も同項の刑を科する。 

 

附 則 〔抄〕 

 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔昭和五十五年五月二十四日法律第五十九号〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

 

（経過措置等） 

第二条 改正後の第二条第二項第二号及び第四号の規定は、この法律の施行の日以後に

締結される地震保険契約について適用し、同日前に締結された地震保険契約について

は、なお従前の例による。ただし、同日前に締結された地震保険契約で同日において

保険期間が終了していないもの（政令で定めるものに限る。）については改正後の第

二条第二項第二号に掲げる要件を備えるものとみなし、同号に規定する損害が同日以

後生じた場合には、当該損害をてん補するものとする。 

２ この法律の施行の際、大規模地震対策特別措置法第九条第一項の規定に基づく地震

災害に関する警戒宣言が発せられているときは、この法律の施行の際当該警戒宣言が

発せられたものとみなして、改正後の第四条の二の規定を適用する。 

 

附 則 〔昭和五十八年十二月二日法律第七十八号〕 

 

１ この法律（第一条を除く。）は、昭和五十九年七月一日から施行する。 

２ この法律の施行の日の前日において法律の規定により置かれている機関等で、この

法律の施行の日以後は国家行政組織法又はこの法律による改正後の関係法律の規定に
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基づく政令（以下「関係政令」という。）の規定により置かれることとなるものに関

し必要となる経過措置その他この法律の施行に伴う関係政令の制定又は改廃に関し必

要となる経過措置は、政令で定めることができる。 

 

附 則 〔平成七年六月七日法律第百六号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、保険業法（平成七年法律第百五号）の施行の日から施行する。 

 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第六条 施行日前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされ

る事項に係る施行日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

 

（政令への委任） 

第七条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経

過措置は、政令で定める。 

 

附 則 〔平成九年六月二十日法律第百二号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、金融監督庁設置法（平成九年法律第百一号）の施行の日から施行

する。 

 

（大蔵大臣等がした処分等に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正前の担保附社債信託法、信託業法、農林中央金庫法、無尽

業法、銀行等の事務の簡素化に関する法律、金融機関の信託業務の兼営等に関する法

律、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律、農業協同組合法、証券取引法、

損害保険料率算出団体に関する法律、水産業協同組合法、中小企業等協同組合法、協

同組合による金融事業に関する法律、船主相互保険組合法、証券投資信託法、信用金

庫法、長期信用銀行法、貸付信託法、中小漁業融資保証法、信用保証協会法、労働金

庫法、外国為替銀行法、自動車損害賠償保障法、農業信用保証保険法、金融機関の合

併及び転換に関する法律、外国証券業者に関する法律、預金保険法、農村地域工業等

導入促進法、農水産業協同組合貯金保険法、銀行法、貸金業の規制等に関する法律、

有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律、抵当証券業の規制等に関する法律、

金融先物取引法、前払式証票の規制等に関する法律、商品投資に係る事業の規制に関

する法律、国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図

るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律、特定債権等に係る事業の

規制に関する法律、金融制度及び証券取引制度の改革のための関係法律の整備等に関

する法律、協同組織金融機関の優先出資に関する法律、不動産特定共同事業法、保険

業法、金融機関の更生手続の特例等に関する法律、農林中央金庫と信用農業協同組合
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連合会との合併等に関する法律、日本銀行法又は銀行持株会社の創設のための銀行等

に係る合併手続の特例等に関する法律（以下「旧担保附社債信託法等」という。）の

規定により大蔵大臣その他の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の

処分又は通知その他の行為は、この法律による改正後の担保附社債信託法、信託業法、

農林中央金庫法、無尽業法、銀行等の事務の簡素化に関する法律、金融機関の信託業

務の兼営等に関する法律、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律、農業協

同組合法、証券取引法、損害保険料率算出団体に関する法律、水産業協同組合法、中

小企業等協同組合法、協同組合による金融事業に関する法律、船主相互保険組合法、

証券投資信託法、信用金庫法、長期信用銀行法、貸付信託法、中小漁業融資保証法、

信用保証協会法、労働金庫法、外国為替銀行法、自動車損害賠償保障法、農業信用保

証保険法、金融機関の合併及び転換に関する法律、外国証券業者に関する法律、預金

保険法、農村地域工業等導入促進法、農水産業協同組合貯金保険法、銀行法、貸金業

の規制等に関する法律、有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律、抵当証券

業の規制等に関する法律、金融先物取引法、前払式証票の規制等に関する法律、商品

投資に係る事業の規制に関する法律、国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を

助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律、

特定債権等に係る事業の規制に関する法律、金融制度及び証券取引制度の改革のため

の関係法律の整備等に関する法律、協同組織金融機関の優先出資に関する法律、不動

産特定共同事業法、保険業法、金融機関の更生手続の特例等に関する法律、農林中央

金庫と信用農業協同組合連合会との合併等に関する法律、日本銀行法又は銀行持株会

社の創設のための銀行等に係る合併手続の特例等に関する法律（以下「新担保附社債

信託法等」という。）の相当規定に基づいて、内閣総理大臣その他の相当の国の機関

がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現に旧担保附社債信託法等の規定により大蔵大臣その他の国の

機関に対してされている申請、届出その他の行為は、新担保附社債信託法等の相当規

定に基づいて、内閣総理大臣その他の相当の国の機関に対してされた申請、届出その

他の行為とみなす。 

３ 旧担保附社債信託法等の規定により大蔵大臣その他の国の機関に対し報告、届出、

提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手続が

されていないものについては、これを、新担保附社債信託法等の相当規定により内閣

総理大臣その他の相当の国の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなけれ

ばならない事項についてその手続がされていないものとみなして、新担保附社債信託

法等の規定を適用する。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

 

（政令への委任） 

第六条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経

過措置は、政令で定める。 
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附 則 〔平成九年十二月十二日法律第百二十一号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、持株会社の設立等の禁止の解除に伴う金融関係法律の整備等に関

する法律（平成九年法律第百二十号）の施行の日から施行する。 

 

附 則 〔平成十年六月十五日法律第百七号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十年十二月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中証券取引法第四章の次に一章を加える改正規定（第七十九条の二十九第

一項に係る部分に限る。）並びに同法第百八十九条第二項及び第四項の改正規定、

第二十一条の規定、第二十二条中保険業法第二編第十章第二節第一款の改正規定

（第二百六十五条の六に係る部分に限る。）、第二十三条の規定並びに第二十五条

の規定並びに附則第四十条、第四十二条、第五十八条、第百三十六条、第百四十条、

第百四十三条、第百四十七条、第百四十九条、第百五十八条、第百六十四条、第百

八十七条（大蔵省設置法（昭和二十四年法律第百四十四号）第四条第七十九号の改

正規定を除く。）及び第百八十八条から第百九十条までの規定 平成十年七月一日 

 

（処分等の効力） 

第百八十八条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行

前に改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。以下この条において同

じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、改正後のそれぞれの法

律の規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、改正

後のそれぞれの法律の相当の規定によってしたものとみなす。 

 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第百八十九条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行

前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合及び

この附則の規定によりなおその効力を有することとされる場合におけるこの法律の施

行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百九十条 附則第二条から第百四十六条まで、第百五十三条、第百六十九条及び前条

に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 

（検討） 

第百九十一条 政府は、この法律の施行後においても、新保険業法の規定による保険契

約者等の保護のための特別の措置等に係る制度の実施状況、保険会社の経営の健全性
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の状況等にかんがみ必要があると認めるときは、保険業に対する信頼性の維持を図る

ために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、前項に定めるものを除くほか、この法律の施行後五年以内に、この法律に

よる改正後の規定の実施状況、金融システムを取り巻く社会経済状況の変化等を勘案

し、この法律による改正後の金融諸制度について検討を加え、必要があると認めると

きは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

附 則 〔平成十年十月十六日法律第百三十一号〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、金融再生委員会設置法（平成十年法律第百三十号）の施行の日か

ら施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 この法律による改正前の担保附社債信託法、信託業法、農林中央金庫法、無尽

業法、銀行等の事務の簡素化に関する法律、金融機関の信託業務の兼営等に関する法

律、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律、農業協同組合法、証券取引法、

損害保険料率算出団体に関する法律、水産業協同組合法、中小企業等協同組合法、協

同組合による金融事業に関する法律、船主相互保険組合法、地方税法、証券投資信託

及び証券投資法人に関する法律、信用金庫法、長期信用銀行法、貸付信託法、中小漁

業融資保証法、信用保証協会法、労働金庫法、自動車損害賠償保障法、農業信用保証

保険法、地震保険に関する法律、登録免許税法、金融機関の合併及び転換に関する法

律、外国証券業者に関する法律、農村地域工業等導入促進法、農水産業協同組合貯金

保険法、銀行法、貸金業の規制等に関する法律、有価証券に係る投資顧問業の規制等

に関する法律、抵当証券業の規制等に関する法律、金融先物取引法、前払式証票の規

制等に関する法律、商品投資に係る事業の規制に関する法律、国際的な協力の下に規

制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法

等の特例等に関する法律、特定債権等に係る事業の規制に関する法律、金融制度及び

証券取引制度の改革のための関係法律の整備等に関する法律、協同組織金融機関の優

先出資に関する法律、不動産特定共同事業法、保険業法、金融機関等の更生手続の特

例等に関する法律、農林中央金庫と信用農業協同組合連合会との合併等に関する法律、

日本銀行法、銀行持株会社の創設のための銀行等に係る合併手続の特例等に関する法

律、特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律又は金融システム改革のため

の関係法律の整備等に関する法律（以下「旧担保附社債信託法等」という。）の規定

により内閣総理大臣その他の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の

処分又は通知その他の行為は、この法律による改正後の担保附社債信託法、信託業法、

農林中央金庫法、無尽業法、銀行等の事務の簡素化に関する法律、金融機関の信託業

務の兼営等に関する法律、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律、農業協

同組合法、証券取引法、損害保険料率算出団体に関する法律、水産業協同組合法、中

小企業等協同組合法、協同組合による金融事業に関する法律、船主相互保険組合法、

地方税法、証券投資信託及び証券投資法人に関する法律、信用金庫法、長期信用銀行



9 

法、貸付信託法、中小漁業融資保証法、信用保証協会法、労働金庫法、自動車損害賠

償保障法、農業信用保証保険法、地震保険に関する法律、登録免許税法、金融機関の

合併及び転換に関する法律、外国証券業者に関する法律、農村地域工業等導入促進法、

農水産業協同組合貯金保険法、銀行法、貸金業の規制等に関する法律、有価証券に係

る投資顧問業の規制等に関する法律、抵当証券業の規制等に関する法律、金融先物取

引法、前払式証票の規制等に関する法律、商品投資に係る事業の規制に関する法律、

国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻

薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律、特定債権等に係る事業の規制に関す

る法律、金融制度及び証券取引制度の改革のための関係法律の整備等に関する法律、

協同組織金融機関の優先出資に関する法律、不動産特定共同事業法、保険業法、金融

機関等の更生手続の特例等に関する法律、農林中央金庫と信用農業協同組合連合会と

の合併等に関する法律、日本銀行法、銀行持株会社の創設のための銀行等に係る合併

手続の特例等に関する法律、特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律又は

金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律（以下「新担保附社債信託

法等」という。）の相当規定に基づいて、金融再生委員会その他の相当の国の機関が

した免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現に旧担保附社債信託法等の規定により内閣総理大臣その他の

国の機関に対してされている申請、届出その他の行為は、新担保附社債信託法等の相

当規定に基づいて、金融再生委員会その他の相当の国の機関に対してされた申請、届

出その他の行為とみなす。 

３ 旧担保附社債信託法等の規定により内閣総理大臣その他の国の機関に対し報告、届

出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手

続がされていないものについては、これを、新担保附社債信託法等の相当規定により

金融再生委員会その他の相当の国の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をし

なければならない事項についてその手続がされていないものとみなして、新担保附社

債信託法等の規定を適用する。 

 

第三条 この法律の施行の際現に効力を有する旧担保附社債信託法等の規定に基づく命

令は、新担保附社債信託法等の相当規定に基づく命令としての効力を有するものとす

る。 

 

第四条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

 

（政令への委任） 

第五条 前三条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

 

附 則 〔平成十一年七月十六日法律第百二号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 
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第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施

行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに

第三十条の規定 公布の日 

 

（職員の身分引継ぎ） 

第三条 この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚

生省、農林水産省、通商産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省又は自治省（以下

この条において「従前の府省」という。）の職員（国家行政組織法（昭和二十三年法

律第百二十号）第八条の審議会等の会長又は委員長及び委員、中央防災会議の委員、

日本工業標準調査会の会長及び委員並びにこれらに類する者として政令で定めるもの

を除く。）である者は、別に辞令を発せられない限り、同一の勤務条件をもって、こ

の法律の施行後の内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働

省、農林水産省、経済産業省、国土交通省若しくは環境省（以下この条において「新

府省」という。）又はこれに置かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際

現に当該職員が属する従前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当の新府

省又はこれに置かれる部局若しくは機関として政令で定めるものの相当の職員となる

ものとする。 

 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要とな

る経過措置は、別に法律で定める。 

 

附 則 〔平成十一年十二月二十二日法律第百六十号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

二 第三章（第三条を除く。）及び次条の規定 平成十二年七月一日 


